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別紙 

申請事項記載書 

 

１ 調査の名称 

就業構造基本調査 

 

２ 変更の内容 

変更案 変更前 変更理由 

４ 報告を求める者 

(1) 数 

  就業構造基本調査調査票 

約520,000世帯及びその15歳以上の世帯員約1,0

80,000人（母集団の大きさ 約5300万世帯，約１

億1000万人） 

 

(2) 選定の方法（□全数 ■無作為抽出 □有意抽

出） 

報告を求める世帯（以下「調査世帯」という。）

は，第１次抽出単位を平成27年国勢調査調査区（以

下「調査区」という。）とし，第２次抽出単位を

住戸とする層化２段抽出法により選定する。 

第１次抽出では，47都道府県ごとの15歳以上人

口に基づく確率比例系統抽出により，全国で約33,

000調査区を抽出する。 

第２次抽出では，等確率系統抽出により，各調

査区から15住戸を抽出する（詳細は別添１のとお

り）。 

 

 

４ 報告を求める者 

(1) 数 

  就業構造基本調査調査票 

約510,000世帯及びその15歳以上の世帯員約1,0

80,000人（母集団の大きさ 約5200万世帯，約１

億1000万人） 

 

(2) 選定の方法（□全数 ■無作為抽出 □有意抽

出） 

報告を求める世帯（以下「調査世帯」という。）

は，第１次抽出単位を平成22年国勢調査調査区（以

下「調査区」という。）とし，第２次抽出単位を

住戸とする層化２段抽出法により選定する。 

第１次抽出では，47都道府県ごとの15歳以上人

口に基づく確率比例系統抽出により，全国で約32,

000調査区を抽出する。 

第２次抽出では，等確率系統抽出により，各調

査区から15住戸を抽出する（詳細は別添１のとお

り）。 

 

 

 

 

 

１世帯当たり15歳以上世

帯員の減少に伴い，前回並

みの標本数を確保するた

め，世帯数を拡大 

 

 

 

利用できる最新の国勢調

査の調査区情報を使用す

るため 

 

１世帯当たり15歳以上世

帯員の減少に伴い，前回並

みの標本数を確保するた

め，調査区数を拡大 
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５ 報告を求める事項及びその基準となる期日又は

期間 

(1) 報告を求める事項 

調査は，就業構造基本調査調査票（別添２）に

より，以下の事項を調査する。 

① 15歳以上の世帯員に関する事項 

ア 全員について 

(ｱ)，(ｲ) （略）  

(ｳ) 育児・介護の状況について 

育児の有無，育児の頻度，育児休業等制

度利用の有無・育児休業等の種類，介護の

有無，介護の頻度及び介護休業等制度利用

の有無・介護休業等の種類 

（削る） 

 

 

 

イ 有業者について 

(ｱ) 主な仕事について 

従業上の地位・勤め先での呼称，起業の

有無，雇用契約期間の定めの有無・１回当

たりの雇用契約期間，雇用契約の更新の有

無・回数，勤め先の経営組織，勤め先の名

称，勤め先の事業の内容，仕事の内容，企

業全体の従業者数，年間就業日数，就業の

規則性，週間就業時間，年間収入，就業開

始の時期，就業開始の理由，現在の雇用形

態についている理由，転職又は追加就業等

の希望の有無，転職希望の理由，希望する

仕事の形態，求職活動の有無，就業時間延

５ 報告を求める事項及びその基準となる期日又は

期間 

(1) 報告を求める事項 

調査は，就業構造基本調査調査票（別添２）に

より，以下の事項を調査する。 

① 15歳以上の世帯員に関する事項 

ア 全員について 

(ｱ)，(ｲ) （略） 

(ｳ) 育児・介護の状況について 

育児の有無，育児休業等制度利用の有

無・育児休業等の種類，介護の有無及び介

護休業等制度利用の有無・介護休業等の種

類 

(ｴ) 東日本大震災の仕事への影響について 

震災による仕事への影響の有無，避難の

有無，現在の避難の状況及び震災時の居住

地 

イ 有業者について 

(ｱ) 主な仕事について 

従業上の地位・勤め先での呼称，起業の

有無，雇用契約期間の定めの有無・１回当

たりの雇用契約期間，雇用契約の更新の有

無・回数，勤め先の経営組織，勤め先の名

称，勤め先の事業の内容，仕事の内容，企

業全体の従業者数，年間就業日数，就業の

規則性，週間就業時間，年間収入，就業開

始の時期，転職又は追加就業等の希望の有

無，転職希望の理由，希望する仕事の形態，

求職活動の有無，就業時間延長等の希望の

有無，１年前の就業・不就業状態及び前職

 

 

雇用情勢の変化を的確に

捉える観点から，調査事項

の見直し・追加を行い，重

要度が低下した項目を削

除 

 

 

「育児の頻度」及び「介護

の頻度」の調査事項を追加 

 

 

必要性が低下しているこ

とに加え，新たに追加する

調査事項のスペース確保

を勘案し，削除  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「就業開始の理由」及び

「現在の雇用形態につい

ている理由」の調査事項を

追加 
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長等の希望の有無，１年前の就業・不就業

状態及び前職の有無 

(ｲ) （略）  

(ｳ) 前職について 

離職の時期，就業継続年月，離職の理由，

従業上の地位・勤め先での呼称，前職の雇

用契約期間の定めの有無・１回当たりの雇

用契約期間，勤め先の事業の内容，仕事の

内容  

(ｴ) 初職について 

  現職又は前職と初職との関係，初職の就

業開始の時期及び初職の従業上の地位・勤

め先での呼称 

ウ 無業者について 

(ｱ) （略） 

(ｲ) 前職について 

離職の時期，就業継続年月，離職の理由，

従業上の地位・勤め先での呼称，前職の雇

用契約期間の定めの有無・１回当たりの雇

用契約期間，勤め先の事業の内容，仕事の

内容  

(ｳ) 初職について 

  現職又は前職と初職との関係，初職の就

業開始の時期及び初職の従業上の地位・勤

め先での呼称 

 

② （略） 

 

 

 

の有無 

 

(ｲ) （略） 

(ｳ) 前職について 

離職の時期，就業継続年月，離職の理由，

従業上の地位・勤め先での呼称，勤め先の

事業の内容，仕事の内容，現職又は前職と

初職との関係，初職の就業開始の時期及び

初職の従業上の地位・勤め先での呼称 

（新設） 

 

 

 

ウ 無業者について 

(ｱ) （略） 

(ｲ) 前職について 

離職の時期，就業継続年月，離職の理由，

従業上の地位・勤め先での呼称，勤め先の

事業の内容，仕事の内容，現職又は前職と

初職との関係，初職の就業開始の時期及び

初職の従業上の地位・勤め先での呼称 

（新設） 

 

 

 

 

② （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

「前職の雇用契約期間」の

調査事項を追加 

 

 

「(ｳ) 前職について」に含

まれていた「初職につい

て」を「(ｴ) 初職について」

として独立 

 

 

 

 

 

 

 

 

同上 
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７ 報告を求める期間 

(1) （略） 

(2) 調査の実施期間又は調査票の提出期限 

平成29年９月23日～10月26日 

 

８ 集計事項 

次の事項について，全国，都道府県，県庁所在都

市，人口30万以上の市及び都道府県内経済圏別に集

計する。 

ただし，県庁所在都市，人口30万以上の市及び都

道府県内経済圏については，就業・不就業の状態及

びこれに附帯する主要な事項のみ集計する（詳細は

別添３のとおり）。 

（15歳以上の者について） 

(1)～(11) （略） 

(12) 現職の継続期間，１年前の就業・不就業状態，

就業理由及び現在の雇用形態に関する事項 

 (13) 前職の産業，職業，継続期間，離職の時期及び

雇用契約期間等に関する事項 

(14) ～(18) （略） 

(19) 前職の従業上の地位，産業，職業及び雇用契約

期間に関する事項 

(20) ～(23) （略） 

（削る） 

 

 

（その他） 

(24) その他就業又は不就業の状態及びこれに附帯す

る事項 

７ 報告を求める期間 

(1) （略） 

(2) 調査の実施期間又は調査票の提出期限 

平成24年９月23日～10月15日 

 

８ 集計事項 

次の事項について，全国，都道府県，県庁所在都

市，人口30万以上の市及び県内経済圏別に集計する。 

ただし，県庁所在都市，人口30万以上の市及び県

内経済圏については，就業・不就業の状態及びこれ

に附帯する主要な事項のみ集計する（詳細は別添３

のとおり）。 

 

（15歳以上の者について） 

(1)～(11) （略） 

(12) 現職の継続期間及び１年前の就業・不就業状態

に関する事項 

(13) 前職の産業，職業，継続期間及び離職の時期等

に関する事項 

(14) ～(18) （略） 

(19) 前職の従業上の地位，産業及び職業に関する事

項 

(20) ～(23) （略） 

（東日本大震災の仕事への影響について） 

(24) 震災による仕事への影響に関する事項 

(25) 震災による居住地移動に関する事項 

（その他） 

(26) その他就業又は不就業の状態及びこれに附帯す

る事項 

 

 

調査年の変更に伴う変更 

オンライン回答期間後に

調査票の取集期間を設定

したことに伴う変更 

 

形式的な修正 

 

 

 

 

 

調査事項の変更に伴う変

更 

 

「就業開始の理由」及び

「現在の雇用形態につい

ている理由」に関する事項

を追加 

「前職の雇用契約期間」に

関する事項を追加 

 

必要性が低下しているこ

とに加え，新たに追加する

調査事項のスペース確保

を勘案し，削除 

 

※ 調査事項の内訳の変更については，「平成29年就業構造基本調査 調査票新旧対照表」を参照 
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調査計画（変更後） 

 

 

１ 調査の名称 

就業構造基本調査 

 

２ 調査の目的 

統計法（平成19年法律第53号。以下「法」という。）に基づき，就業構造基本

統計（法第２条第４項第３号に規定する基幹統計）を作成し，国民の就業及び不

就業の実態を明らかにし，全国及び地域別の就業構造に関する基礎資料を得るこ

とを目的とする。 

 

３ 調査対象の範囲 

(1) 地域的属性 

全国 

 

(2) 属性的範囲 

世帯及び世帯員 

 

４ 報告を求める者 

(1) 数 

  就業構造基本調査調査票 

約520,000世帯及びその15歳以上の世帯員約1,080,000人（母集団の大きさ 

約5300万世帯，約１億1000万人） 

 

(2) 選定の方法（□全数 ■無作為抽出 □有意抽出） 

報告を求める世帯（以下「調査世帯」という。）は，第１次抽出単位を平成

27年国勢調査調査区（以下「調査区」という。）とし，第２次抽出単位を住戸

とする層化２段抽出法により選定する。 

第１次抽出では，47都道府県ごとの15歳以上人口に基づく確率比例系統抽出

により，全国で約33,000調査区を抽出する。 

第２次抽出では，等確率系統抽出により，各調査区から15住戸を抽出する（詳

細は別添１のとおり）。 

 

(3) 報告義務者 

① 後記５（１）①に掲げる事項については調査世帯の15歳以上の世帯員が，

後記５（１）②に掲げる事項については調査世帯の世帯主がそれぞれ報告し

なければならない。 

② 前記①の規定による報告は，調査票に記入し，調査員又は後記６（２）②

に掲げる民間事業者又は民間事業者に使用される者の質問に答え，調査票を
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提出することにより行うものとする。 

ただし，総務大臣が指定する調査区の調査世帯については，政府統計共同

利用システムを利用して報告することができる。 

 

５ 報告を求める事項及びその基準となる期日又は期間 

(1) 報告を求める事項 

調査は，就業構造基本調査調査票（別添２）により，以下の事項を調査する。 

① 15歳以上の世帯員に関する事項 

ア 全員について 

(ｱ) 基本事項について 

氏名，男女の別，配偶者の有無，世帯主との続き柄，出生の年月，就

学状況・卒業時期，学校の種類，居住開始時期，転居の理由，転居前の

居住地，収入の種類及びふだんの就業・不就業状態 

(ｲ) 訓練・自己啓発について 

職業訓練・自己啓発の有無及び職業訓練・自己啓発の種類 

(ｳ) 育児・介護の状況について 

育児の有無，育児の頻度，育児休業等制度利用の有無・育児休業等の

種類，介護の有無，介護の頻度及び介護休業等制度利用の有無・介護休

業等の種類 

イ 有業者について 

(ｱ) 主な仕事について 

従業上の地位・勤め先での呼称，起業の有無，雇用契約期間の定めの

有無・１回当たりの雇用契約期間，雇用契約の更新の有無・回数，勤め

先の経営組織，勤め先の名称，勤め先の事業の内容，仕事の内容，企業

全体の従業者数，年間就業日数，就業の規則性，週間就業時間，年間収

入，就業開始の時期，就業開始の理由，現在の雇用形態についている理

由，転職又は追加就業等の希望の有無，転職希望の理由，希望する仕事

の形態，求職活動の有無，就業時間延長等の希望の有無，１年前の就業・

不就業状態及び前職の有無 

(ｲ) 主な仕事以外の仕事について 

  主な仕事以外の仕事の有無・従業上の地位及び勤め先の事業の内容 

(ｳ) 前職について 

離職の時期，就業継続年月，離職の理由，従業上の地位・勤め先での

呼称，前職の雇用契約期間の定めの有無・１回当たりの雇用契約期間，

勤め先の事業の内容，仕事の内容 

(ｴ) 初職について 

現職又は前職と初職との関係，初職の就業開始の時期及び初職の従業

上の地位・勤め先での呼称 

ウ 無業者について 

(ｱ) 就業の希望等について 

就業希望の有無，就業希望の理由，希望する仕事の種類，希望する仕
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事の形態，求職活動の有無，非求職の理由，求職期間，就業希望時期，

就業非希望の理由，１年前の就業・不就業状態及び就業経験の有無 

(ｲ) 前職について 

離職の時期，就業継続年月，離職の理由，従業上の地位・勤め先での

呼称，前職の雇用契約期間の定めの有無・１回当たりの雇用契約期間，

勤め先の事業の内容，仕事の内容 

(ｳ) 初職について 

現職又は前職と初職との関係，初職の就業開始の時期及び初職の従業

上の地位・勤め先での呼称 

 

② 世帯に関する事項 

15歳未満の年齢別世帯人員，世帯全体の年間収入及び15歳以上世帯人員 

 

(2) 基準となる期日又は期間 

 調査は，実施年の10月１日現在によって行う。 

 

６ 報告を求めるために用いる方法 

(1) 調査組織 

総務省－都道府県－市町村－統計調査員（又は民間事業者）－報告者 

 

(2) 調査方法（■調査員調査 □郵送調査 ■オンライン調査 □その他（  ）） 

① 統計調査員 

ア 都道府県知事は，市町村長の推薦に基づき，統計調査員として指導員及

び調査員を置く。 

指導員及び調査員は，市町村長の調査実施上の指導を受けて，担当調査

区内にある調査世帯に係る調査票の配布及び取集，関係書類の作成並びに

これらに附帯する事務を行う。 

イ 前記アの規定にかかわらず，指導員は，市町村長の調査実施上の指導を

受けて，調査員に対する指導，調査票その他関係書類の検査及びこれらに

附帯する事務を行うものとする。 

ウ 前記ア及びイの規定にかかわらず，特別の事情により調査員が前記アの

事務の一部を行うことができないときは，市町村長の定めるところにより，

指導員が当該事務を行うものとする。 

 

② 民間事業者 

ア 市町村長から実地調査に係る業務を受託した民間事業者は，当該市町村

長の担当調査区内の実地調査を当該市町村長に代わり行う。 

イ 民間事業者及びその民間事業者に用いられる者は，定められた仕様書等

に基づき，統計調査員に代わり，調査員事務及び指導員事務を行う。 
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③ 調査の方法 

調査は，調査員（前記①ウの規定により調査員の事務の一部を行う指導員を

含む。）又は調査員事務を民間事業者に委託して行う場合の当該民間事業者及

びその民間事業者に使用される者が調査世帯ごとに調査票を配布し，及び取集

し，並びに質問することにより行う。 

 ただし，前記４（３）②ただし書記載による場合には，総務大臣が，政府統

計共同利用システムから当該世帯に係る報告を求める事項を入手する。 

 

７ 報告を求める期間 

(1) 調査の周期 

５年 

 

(2) 調査の実施期間又は調査票の提出期限 

平成29年９月23日～10月26日 

 

８ 集計事項 

次の事項について，全国，都道府県，県庁所在都市，人口30万以上の市及び都

道府県内経済圏別に集計する。 

ただし，県庁所在都市，人口30万以上の市及び都道府県内経済圏については，

就業・不就業の状態及びこれに附帯する主要な事項のみ集計する（詳細は別添３

のとおり）。 

（15歳以上の者について） 

(1) ふだんの就業状態に関する総括的な事項 

(2) 常住地移動及び就業状態の異動に関する事項 

(3) 収入の種類に関する事項 

(4) 職業訓練・自己啓発に関する事項 

(5) 育児・介護に関する事項 

（有業者について） 

(6) 雇用契約期間に関する事項 

(7) 年間就業日数及び週間就業時間に関する事項 

(8) 産業及び企業の従業者規模に関する事項 

(9) 職業，従業上の地位及び年間収入に関する事項 

(10) 転職及び追加就業希望に関する事項 

(11) 副業の有無及び就業状態に関する事項 

(12) 現職の継続期間，１年前の就業・不就業状態，就業理由及び現在の雇用形態

に関する事項 

(13) 前職の産業，職業，継続期間，離職の時期及び雇用契約期間等に関する事項 

(14) 初職に関する事項 

（無業者について） 

(15) 就業希望の有無，就業希望の理由，希望する仕事の種類及び希望する仕事の

形態に関する事項 
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(16) 求職活動の有無及び就業希望時期等に関する事項 

(17) 非求職の理由及び就業非希望の理由に関する事項 

(18) １年前の就業・不就業状態に関する事項 

(19) 前職の従業上の地位，産業，職業及び雇用契約期間に関する事項 

(20) 前職の継続期間，離職の時期及び離職の理由等に関する事項 

(21) 初職に関する事項 

（世帯主について） 

(22) 世帯主の就業・不就業及び世帯員に関する事項 

(23) 世帯の類型，家族構成及び世帯の年間収入に関する事項 

（その他） 

(24) その他就業又は不就業の状態及びこれに附帯する事項 

 

９ 調査結果の公表の方法及び期日 

調査の結果は，実施年の翌年７月末日までに，インターネットへの掲載等によ

り公表し，おって報告書を刊行する。 

 

10 使用する統計基準 

産業分類及び職業分類は，それぞれ日本標準産業分類及び日本標準職業分類に

基づいたものとするが，大分類項目を除く分類項目の一部については，分類項目

を細分化し，又は分類項目のいずれかを集約して表章に利用する。 

 

11 調査票情報の保存期間及び保存責任者 

書類名 保存期間 保存責任者 

調査票 ２年 総務省統計局長 

調査票の内容（氏名を除

く。）が転写されている電

磁的記録 
永年 総務省統計局長 

 

12 立入検査等の対象とすることができる事項 

 該当なし。 
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別添１ 

 

平成29年就業構造基本調査の標本抽出方法 

 

 

標本抽出方法は，第１次抽出単位を平成27年国勢調査調査区（以下，「調査区」という。），

第２次抽出単位を住戸とし，それぞれの抽出単位を層化した後に抽出を行う層化２段抽出

法である。 

第１次抽出では，全国から約３万3000調査区を抽出し，第２次抽出では，約49万住戸を

抽出する。 

調査標本は，この方法により抽出された住戸に居住する15歳以上の世帯員全員とする。 

 

１ 調査区の抽出（第１次抽出） 

第１次抽出単位である調査区の抽出は以下の手順により行う。 

(1)  標本調査区は，次のものを除く全国の調査区の中から抽出する。 

ⅰ．山岳・森林・原野地帯等のある区域 

ⅱ．刑務所・拘置所等のある区域 

ⅲ．自衛隊区域 

ⅳ．駐留軍区域 

ⅴ．水面調査区 

(2)  各調査区について，平成27年国勢調査の結果等に基づく特性により，次の６層に分

類する。 

層１：人口が０の調査区 

層２：世帯数が15以下の調査区 

層３：学生の寮・寄宿舎のある調査区 

層４：病院・療養所及び社会施設のある調査区 

層５：給与住宅のある調査区 

層６：上記以外の調査区 

(3)  層ごとに，調査区を次の基準により配列する。 

ⅰ．都道府県 

ⅱ．都道府県内経済圏 

ⅲ．市区町村コード（標本抽出時） 

ⅳ．市区町村コード（国勢調査時） 

ⅴ．平成27年国勢調査調査区番号 

(4)  (3)の配列を基に，それぞれ都道府県ごとに全調査区の15歳以上人口を累積し，累積

した15歳以上人口に対して確率比例系統抽出により調査区を抽出する。 

 

２ 住戸の抽出（第２次抽出） 

第２次抽出単位である住戸の抽出は以下の手順により行う。 

(1)  標本調査区ごとに，調査区に含まれる全ての住戸を，「居住者無」，「居住者有」の順

に配列する。 
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(2)  (1)の配列を基に，標本調査区ごとに，抽出起番号を１とし，抽出間隔を「居住者有」

の住戸数を15で除し小数点以下を切り上げた値として，等確率系統抽出法により住戸

を抽出する。 

(3)  抽出された「居住者有」の住戸数が15未満の場合は，最初に抽出された「居住者有」

の住戸の次の住戸以降の配列について，抽出住戸数が15になるまで(2)により再度抽

出を行う。 

 

 



Ｂ７ その仕事を探したり
　   開業の準備をしてい
     る期間はどれくらい
     になりますか

出
産
・
育
児
の
た
め

　

介
護
・
看
護
以
外
）
の
た
め

家
事
（
出
産
・
育
児
・

就業構造基本調査調査票
秘 基幹統計調査 平成２９年１０月１日　    総務省統計局

◎１５歳以上の各人について記入してください

○答えを記入する欄が　　の場合は，当てはまる　　を
　　　のようにぬりつぶしてください。

１ 氏名・男女の別及び
   配偶者 (妻又は夫 )
   の有無

男 女

未婚 配偶者あり 死別･離別

氏名

３ 出生の年月
･ 該当する元号又は西暦について
　記入した上で年及び月を書いて
　ください

西
暦

平
成

昭
和

大
正

明
治

年 月

F　　Y

７　あなたはふだん何か収入になる仕事をしていますか
家
事
を
し
て
い
る

仕 事 を し て い る 人

６ 収入の種類

回

Ａ１ 勤めか自営かの別・
　　 勤め先における呼称

Ａ１の３ 
雇用契約期間の定めの
有無・１回当たりの
雇用契約期間

Ａ１の４ 
この仕事で雇用契約を
更新したことがありますか

ない　　ある

雇用契約期間の定めの有無

定 め が あ る

（Ａ２へ）

更新
回数

はい　　いいえＡ１の２ 
自分で事業を起こした
のですか （Ａ２へ）

Ａ３ 本人の仕事の内容

Ａ２ 勤め先・業主など
     の経営組織・名称
     及び事業の内容

（３）
事業
の内容

Ａ４ 勤め先・業主などの
　　 企業全体の従業者数

(１)
経営組織

（２）
名称

 

法
人
・
団
体

そ
の
他
の　

・ 「労働者派遣事業所の派遣社員」 とは
   労働者派遣法に基づく人をいいます

   

相
互
会
社

 

株
式
会
社
・

  

合
同
会
社

 

合
資
会
社
・

合
名
会
社
・

お
も
な
仕
事
に
つ
い
て
（
仕
事
を
休
ん
で
い
る
人
は　

休
ん
で
い
る
仕
事
に
つ
い
て
記
入
し
て
く
だ
さ
い
）

１
か
月
未
満

２ 世帯主との続き柄

･ 世帯主の配偶者の祖父母 ・
  兄弟姉妹は　それぞれ 「祖父
  母」 ・ 「兄弟姉妹」 に含めます

世   

帯   

主

世
帯
主
の

子

子
の
配
偶
者

孫

　
　
　

世
帯
主
の
父
母

世
帯
主
の

祖   

父   

母

兄 

弟 

姉 

妹

他 

の 

親 

族

そ　

の　

他

社会保障給付

関係なく記入してください
･ 配偶者の有無は届出の有無に

配
偶
者

　
　
　

配
偶
者
の
父
母

　　　　　 （おもなもの一つにマーク）

（その他該当するものすべてにマーク）

電話番号  （わからないことがあった場合
 問い合わせに利用させていただきます）－　　　　　　　　－　　　　　

定めが

ない
（定年までの

 雇用を含む）

（Ａ２へ）

　

わから
ない

　

６
か
月
以
下

３
か
月
超

　

３
年
以
下 

１
年
超

　

５
年
以
下 

３
年
超

５ 居住地について

(３) 現在の場所に住む
     前はどこに住んで
     いましたか

年 月から

(１) 現在の場所に住み
     始めたのはいつですか

(２) あなたはなぜ現在の
     場所に住むことにした
     のですか

出生時から

（６へ）

明治　大正　昭和　平成　西暦

他の　　　　 　外国
都道府県

そ

の

他

仕
事
を
や
め
た
た
め

あなたの仕事の都合

仕
事
に
つ
く
た
め

転

勤

の

た

め

そ

の

他

結

婚

の

た

め

通

学

の

た

め

　

  

教
育
の
た
め

子
供
の
養
育
・

介
護
・
看
護
の
た
め

　
家
族
の
仕
事
の
都
合

同じ市区町村内　　同じ都道府県内
の別のところ          の別の市区町村

・ 「他の都道府県」 の場合は　都道
　府県名も書いてください

・ 平成２４年 （２０１２年） 以後
　の人は月まで書いてください

内              

職

自営業主
労
働
者
派
遣

　

  

派
遣
社
員

　

 

事
業
所
の

自
家
営
業
の
手
伝
い

そ

の

他

　

     

従
業
員  

正
規
の
職
員
・

パ   

ー   

ト

ア
ル
バ
イ
ト

契
約
社
員

嘱

託

雇
人
な
し

会
社
な
ど
の
役
員

雇
人
あ
り

雇われている人のうち

個

人

  (

有
限
会
社
を
含
む)

官
公
庁
な
ど

・ 『調査票の記入のしかた』 を
　参考にして詳しく書いてください

・ 「官公庁など」 の場合は
　部課名まで書いてください

・ 『調査票の記入のしかた』
　を参考にして詳しく書いて
　ください

・ 本社 ・ 支店 ・ 工場なども含めた従業者
  総数 （パートなども含む） について記入
  してください

官
公
庁
な
ど

1 9　2 9　4 9　9 9

1 0　2 0　3 0　5 0

人

1　  2 　 5

4 　 9
～～～～～～～～～

人 　 人 　 人 　 人 　 人 　 人 　 人 　 人 　 人

1 0 0　3 0 0　5 0 0 1 0 0 0

2 9 9　4 9 9　9 9 9
人
以
上

・ ここで 「仕事をしている」 とはふだん仕事をしており　今後もしていくことになっている場合をいいます
・ 収入になる仕事には　家業 （農業を含む） の手伝いや内職も含めます
・ 家事には　育児 ・ 介護 ・ 看護などを含めます
・ 通学には　「４　教育」 欄の記入にかかわらず　予備校 ・ 専修学校 ・ 各種学校に通っている場合も含めます
・ 10 月１日あるいはその前　数日間たまたま仕事をしても　「仕事をしていない」 としますが　季節的な
　仕事や病気などでたまたま仕事を休んでいる場合は　「仕事をしている」 とします
・ 育児休業や介護休業などのため仕事を一時的に休んでいる場合は　「仕事をしている」 とします

　

 

仕
事
も
し
て
い
る

  

の
こ
と
が
お
も
で

家
事
・
通
学
以
外

　

そ

 

の

 

他

通
学
し
て
い
る

        

し
て
い
る

仕
事
を
お
も
に

   

仕
事
も
し
て
い
る

家
事
が
お
も
で

   

仕
事
も
し
て
い
る

通
学
が
お
も
で

賃
金
・
給
料

事
業
収
入

　

 

を
含
む
）

（
農
業
収
入

内
職
収
入

仕

送

り

そ

の

他

な
　

し

    

恩
給

年
金
・

雇
用
保
険

      

給
付

そ
の
他
の

仕事をしていない人

・ 上記以外の 派遣されている人 ( デパ
　ートの派遣店員など ) は　派遣元の
　事業所における呼称について 記入
　してください

・ あなたから見た理由を記入して
   ください

・ 東京都区部及び政令指定都市の
　区の間で移動した場合は 「同じ都
　道府県内の別の市区町村」 とします

Ａ　ふだん仕事をしている人

４ 教育

(２) 学校区分

在学したことがない卒業 在学中

（５へ）

昭和６２年 　   昭和６３年
(１９８７年 )　 　(１９８８年 )

　以前　　　 　　以後

年

・ 現在　学校に在学しているか
　どうかについて記入してください

・ 「卒業」 の人は最終卒業学校
　（中途退学した人はその前の卒
　業した学校） について書いて
　ください

専 門 学 校
（修業年限）

西
暦

平
成

昭
和

・ 回答肢については 『調査票の
　記入のしかた』 を参考にしてく
　ださい

大    

学    

院

大           

学

高           

専 

短           

大

・ 予備校などは　ここでいう学校
　には含めません

  

２
年
未
満

１
年
以
上

Ｂ５ その仕事を探したり
     開業の準備をしたり
     していますか

Ｂ８ 仕事があればすぐ
     つくつもりですか

（Ｂ７へ）

すぐつくつもり　　すぐではないが　　   つくかどうか
　　　　　　　　　つくつもり　　　　　わからない

１か月　　１か月
　未満　　　以上

Ｂ３ どのような種類の
　　 仕事（職種）に
     つきたいのですか

Ｂ４ どのようなかたちで

そ    

の    

他

Ｂ２ どうして仕事を
     したいのですか

        （おもなもの一つにマーク）

営
業
・
販
売
職

   

機
械
運
転
職

輸
送
・

建
設
・
採
掘
職

   

生
産
工
程
職

製
造
・

　

  

継
ぎ
た
い

家
業
を

探している　　 開業の準備 　　何もしていない
              　　  をしている

Ｂ６ 仕事を探したり 開業
    の準備をしていない
     のはどうしてですか

　　　　（おもなもの一つにマーク）

通

学

の

た

め

年

Ｂ１ あなたは何か収入に
     なる仕事をしたいと
     思っていますか

思っている　　　　思っていない

（Ｂ９へ）

　

   

な
ど
の
勉
強
を
し
て
い
る

学
校
以
外
で
進
学
や
資
格
取
得

（第２面Ｂ10 へ）

（Ｂ８へ）

農 

林 

漁 

業 

職

学
校
を
卒
業
し
た

収
入
を
得
る

　

必
要
が
生
じ
た

労
働
者
派
遣

      

起
こ
し
た
い

自
分
で
事
業
を

　

  

派
遣
社
員

　

 

事
業
所
の

・ 回答肢については『調査票の記入
　のしかた』を参考にしてください

・ 来春　学校卒業後でなければ仕事につか
　ないという人は「思っていない」とします

　

ア
ル
バ
イ
ト

パ
ー
ト
・

契  

約  

社  

員

　

      

従
業
員

正
規
の
職
員
・

そ    

の   

他

内          

職

・ 以前に仕事を探していて　その結果を
　待っている場合も 「探している」 とします

　

見
つ
か
ら
な
か
っ
た

探
し
た
が

そ

の

他

介
護
・
看
護
の
た
め

　
　

   

必
要
が
な
い

急
い
で
仕
事
に
つ
く

出
産
・
育
児
の
た
め

　

  

あ
り
そ
う
に
な
い

希
望
す
る
仕
事
が

高

齢

の

た

め

病
気
・
け
が
の
た
め

　
　

    

自
信
が
な
い

知
識
・
能
力
に

失
業
し
て
い
る

　

生
か
し
た
い

知
識
や
技
能
を

社
会
に
出
た
い

　

維
持
し
た
い

健
康
を

　

      

で
き
た

時
間
に
余
裕
が

管 

理 

的 

職 

業

   

技
術
的
職
業

専
門
的
・

サ
ー
ビ
ス
職
業

事

務

職

か月

（おもなもの一つにマーク）

記
入
欄 

調
査
員

調査区符号 世帯番号 世帯員番号 世帯人員(世帯主の調査票のみ記入 )

人15 歳以上の合計

Ａ５ この仕事の１年間
     の就業日数及び
     １週間の就業時間

（３）
１週間の
就業時間

（１）
１年間の
就業日数

（２）
規則的か
否か

ある季節だけ

（第２面Ａ６へ）

1 5　 1 5　 2 0　 2 2　 3 0　 3 5　 4 3　 4 6　 4 9　 6 0　 6 5　 7 5

（第２面Ａ６へ）

・ この仕事について１年未満
　の人は　最近の状態をもと
　にして１年間の見込日数
　について記入してください

・ ふだん残業している場合
　はそれも含めて記入して
　ください

だいたい規則的不規則

1 9　 2 1　 2 9　 3 4　 4 2　 4 5　 4 8　 5 9　 6 4　 7 4
～～～～～～～～～～ 時

間
以
上

時
間
未
満

時
間

時
間

時
間

時
間

時
間

時
間

時
間

時
間

時
間

時
間

5 0　     5 0 1 0 0 　   1 5 0 2 0 0　   2 5 0　   3 0 0
日
未
満 日

1 4 9 　   1 9 9 2 4 9　   2 9 9
日
以
上日

～～～～～

9 9
日 日日

Ｂ９ 収入になる仕事を　　 そ       

の       

他

学
校
以
外
で
進
学
や
資
格
取
得

仕
事
を
す
る
自
信
が
な
い

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動
に

特 

に 

理 

由 

は 

な 

い

高  

齢  

の  

た  

め

介
護
・
看
護
の
た
め

通  

学  

の  

た  

め

病
気
・
け
が
の
た
め

（第２面Ｂ10 へ）

（おもなもの一つにマーク）

高
校 ･ 

旧
制
中

小 

学 ･ 

中 

学

４
年
以
上

  

４
年
未
満

２
年
以
上

(１) 就学状況

こ
の
調
査
票
は　

機
械
に
か
け
ま
す
の
で　

汚
し
た
り　

丸
め
た
り　

最
初
に
折
ら
れ
て
い
る
以
上
に
折
っ
た
り　

し
な
い
で
く
だ
さ
い

・ あなた個人の この１年間の
　収入について記入してください

< 数字の記入例 >

Ｂ　ふだん仕事をしていない人

（おもなもの一つにマーク）

     仕事をしたいのですか

　　 のはどうしてですか

（おもなもの一つにマーク）

　　 したいと思っていない
な
ど
の
勉
強
を
し
て
い
る

従
事
し
て
い
る

利
子
・
配
当

家
賃
・
地
代

○記入には必ず黒の鉛筆又はシャープペンシルを使用し，
　間違えた場合は消しゴムできれいに消してください。

○文字で回答する場合は，点線の枠内に記入してください。

この調査は , 統計法に基づき政府が
実施する基幹統計調査です。
秘密の保護には万全を期しています
ので ,ありのままを記入してください。

・ だれの分かはっきりしないものは
　世帯主の分に含めて記入してください

・ 「労働者派遣事業所の派遣社員」 とは
   労働者派遣法に基づく人をいいます

　

１
年
以
下 

６
か
月
超

　
　

   

い
な
い

　

こ
だ
わ
っ
て

仕
事
の
種
類
に

（
保
安
職
な
ど
）

そ 

の 

他

- 第　　面 -１

　

３
か
月
以
下

１
か
月
以
上

　

わ
か
ら
な
い 

期
間
が

５
年
超

（案）

都道府県名
（左づめで記入）

010392
テキストボックス
別添２



昭和　　　　　平成　　　　　西暦

こちらはウラ側です

Ｃ１ 前の仕事をいつ
     やめたのですか

昭和 62 年  　 昭和 63 年
（1987 年）         （1988 年）　

 以前　　　　    以後
　　　

Ｃ３ どうして前の
     仕事をやめた
     のですか

Ｃ２ 前の仕事はどれ
     くらい続けてい
     たのですか

１か月          １か月
 未満　　        以上　     

は い 　 　 　 　 　    　    　   い い え

（Ｅ欄へ）

現在の仕事が　     前の仕事が
「最初の仕事」        「最初の仕事」

現在の仕事とも
前の仕事とも別

前の仕事の勤めか
自営かの別・勤め
先における呼称

・ 「労働者派遣事業所の派遣社員」 とは
　労働者派遣法に基づく人をいいます

事
業
不
振
や
先
行
き
不
安
の
た
め

                      

一
時
的
に
つ
い
た
仕
事
だ
か
ら

自
分
に
向
か
な
い
仕
事
だ
っ
た

　

      

事
業
所
の
移
転
の
た
め

家
族
の
転
職
・
転
勤
又
は

介

護

・

看

護

の

た

め

定

年

の

た

め

雇
用
契
約
の
満
了
の
た
め

病

気

・

高

齢

の

た

め

結

婚

の

た

め

出

産

・

育

児

の

た

め

そ

の

他

     していたのですか

Ａ15 ある　          　　ない

- 第　　面 -

・ 該当する元号又は西暦について
   記入した上で年及び月を書いて
   ください

まだ「最初の仕事」
についていない

仕事をおもに
 していた

家事・通学などの　
かたわらにしていた

仕事をしていた 仕事をしていなかった

　家事 　　  通学 　   その他 

内               

職

自営業主
労
働
者
派
遣

　

  

派
遣
社
員

　

 

事
業
所
の

自
家
営
業
の
手
伝
い

そ

の

他

　

      

従
業
員  

正
規
の
職
員
・

パ   

ー   

ト

ア
ル
バ
イ
ト

契
約
社
員

嘱

託

雇
人
な
し

会
社
な
ど
の
役
員

雇
人
あ
り

雇 わ れ て い た 人 の う ち

Ａ12 
     仕事のほかに 
     
     いますか

し
て
い
な
い

している（ある時期だけしている場合も含む）

会社など　 雇われて　  　　　　  自家営業
の役員　　 いる人　　　　　　　 の手伝い

（Ａ1４へ）

Ａ13

 

 

・『調査票の記入のしかた』を

内職

ふだん仕事をしている人のつづき

Ｄ１

Ａ６ この仕事からの
　　 １年間の収入

5 0 　  1 0 0 　  1 5 0 　  2 0 0 　  2 5 0 　  3 0 0 　  4 0 0

・ 同じ会社で配置や勤務地を変わり
  たい場合は 「この仕事を続けたい」
  とします

（Ａ１０の３へ） （Ａ１２へ）

探している　　　開業の準備　　　何もしていない
　　　　　　　　をしている

　

や
め
て
し
ま
い
た
い

仕
事
を
す
っ
か
り

　　
　
　
　

変
わ
り
た
い

ほ
か
の
仕
事
に

　
　

　

別
の
仕
事
も
し
た
い

こ
の
仕
事
の
ほ
か
に

こ
の
仕
事
を
続
け
た
い

（Ａ１１へ）

そ

の

他

今のままでよい　 　増やしたい　     減らしたい
Ａ11

　
　

負
担
が
大
き
い

時
間
的･

肉
体
的
に

家
業
を
継
ぎ
た
い

労
働
者
派
遣

      

起
こ
し
た
い

自
分
で
事
業
を

　

  
派
遣
社
員

　

 

事
業
所
の

　

ア
ル
バ
イ
ト

パ
ー
ト
・

契  
約  

社  

員

　

      

従
業
員

正
規
の
職
員
・

そ    

の   

他

内          

職

　

  

余
暇
を
増
や
し
た
い

　

 

生
か
し
た
い

知
識
や
技
能
を

　
　

仕
事
だ
か
ら

一
時
的
に
つ
い
た

家

事

の

都

合

　
　
　

満
了
に
備
え
て

定
年
又
は
雇
用
契
約
の

 　

先
行
き
不
安

事
業
不
振
や

収
入
が
少
な
い

　
　

万
円

　
　

万
円

　
　

万
円

収
入
な
し

      

万
円

　
　

万
円

　
　

万
円

　
　

万
円

　
　

万
円

　
　

万
円

　
　

万
円

・ この仕事について１年未満の人は
  １年間の見積額について記入して
  ください

・ 自営業の場合は　売上高から必要
  経費を差し引いた営業利益につい
  て記入してください

　
　

万
円

　
　

万
円

　
　

万
円

　
　

万
円

～～～～～～～

～～～～～～～

5 0

9 9 　  1 4 9 　  1 9 9 　  2 4 9 　  2 9 9 　  3 9 9 　  4 9 9

5 0 0 　  6 0 0 　  7 0 0  8 0 0 　  9 0 0

5 9 9 　  6 9 9 　  7 9 9 　  8 9 9 　  9 9 9

10 0 0 　 12 5 0 　 15 0 0

12 ４ 9 　 14 9 9

万
円
未
満

万
円
以
上

Ｂ10 １年前は何を
     していましたか

Ｂ11 今までに何か仕事
     をしていたことが
     ありますか　　

あ る 　 　 　 　 　  な い

仕事をおもに
し て い た

仕事をしていなかった

　

（Ｃ欄へ） （Ｅ欄へ）

家事・通学などの　
かたわらにしていた

（Ｃ欄へ）

　 家 事  　 　  通 学  　    そ の 他  

仕事をしていた

年 月

Ａ７ 大正      　       昭和      　       平成      　       西暦  　  　

・ 該当する元号又は西暦について記入

（Ｃ欄へ） （Ｅ欄へ）

（Ｄ欄へ）

こ
の
調
査
票
は　

機
械
に
か
け
ま
す
の
で　

汚
し
た
り　

丸
め
た
り　

最
初
に
折
ら
れ
て
い
る
以
上
に
折
っ
た
り　

し
な
い
で
く
だ
さ
い

お
も
な
仕
事
に
つ
い
て
（
仕
事
を
休
ん
で
い
る
人
は　

休
ん
で
い
る
仕
事
に
つ
い
て
記
入
し
て
く
だ
さ
い
）

仕
事
に
つ
い
て

仕
事

い

お
も
な
仕
事
以
外
の

お

な
仕
事
以
外
の

仕
事

外

Ａ10の２

Ａ10 の３

仕事を探したり開業の

会
社
倒
産
・
事
業
所
閉
鎖
の
た
め

人
員
整
理
・
勧
奨
退
職
の
た
め

Ｂ ふだん仕事をしていない人のつづき

Ｃ 前の仕事について

Ａ10 この仕事を今後も

Ａ10 の４

現在より就業時間を
増やしたいと
思っていますか

現在のおもな仕事につく
前に何か別の仕事をして
いたことがありますか

（おもなもの一つにマーク）

Ｃ４

最初についた仕事
は現在の仕事又は
前の仕事と別ですか

「最初の仕事」には
いつついたのですか

又は収益 (税込み )

ついたのですか
この仕事にはいつ

　した上で年及び月を書いてください

続けますか

変わりたいのですか

（おもなもの一つにマーク）

（おもなもの一つにマーク）

どうしてほかの仕事に

仕事をしたいのですか
どのようなかたちで

準備をしたりしていますか

あなたはおもな

別の仕事もして 自営業主

参考にして詳しく書いてください

勤め先・業主など
の事業の内容

１年前は何をＡ14

オモテ側から記入してください

・ 上記以外の 派遣されていた人 ( デパ
　ートの派遣店員など ) は　派遣元の
　事業所における呼称について 記入
　してください

「最初の仕事」の

・ 「労働者派遣事業所の派遣社員」 とは
　労働者派遣法に基づく人をいいます

（Ｅ欄へ）

Ｄ３
勤めか自営かの別
・勤め先における呼称

内               

職

自営業主
労
働
者
派
遣

　

  

派
遣
社
員

　

 

事
業
所
の

自
家
営
業
の
手
伝
い

そ

の

他

　

      

従
業
員  

正
規
の
職
員
・

パ   

ー   

ト

ア
ル
バ
イ
ト

契
約
社
員

嘱

託

雇
人
な
し

会
社
な
ど
の
役
員

雇
人
あ
り

雇 わ れ て い た 人 の う ち

・ 上記以外の 派遣されていた人 ( デパ
　ートの派遣店員など ) は　派遣元の
　事業所における呼称について 記入
　してください

年 月

年 か月

労
働
条
件
が
悪
か
っ
た
た
め

収
入
が
少
な
か
っ
た
た
め

２

・ 通学のかたわらにした
  アルバイトなどはここでいう
  「最初の仕事」とはしません

子の育児をしていますか

の制度を利用しましたか

Ｆ２

（Ｇ欄へ）

Ｆ　ふだんの育児 ・ 介護の状況について（全員が記入してください）

・ 自宅外にいる家族の介護も含めます

この１年間に介護休業など

介護を
していない

・「短時間勤務」には勤務日数の短縮も含めます （Ｇ欄へ）

・ 育児の内容については 『調査票の
   記入のしかた』 を参考にしてください

・ この設問での育児は未就学児を対象とします
Ｆ１

Ｆ１の２ 

・ 介護の内容については 『調査票の記入
　のしかた』 を参考にしてください

Ｆ２の２

（利用した場合は あてはまるものすべてにマーク）
・「短時間勤務」には勤務日数の短縮も含めます

（利用した場合は あてはまるものすべてにマーク）

家族の介護を
していますか

この１年間に育児休業など

の制度を利用しましたか

Ｅの２　
訓練や自己啓発の
種類

（Ｆ欄へ）

この１年間に仕事に 　した

・うち公的助成の
　あったもの （Ｆ欄へ）

（行ったものすべてにマーク）

　（勤め先が実施したもの）

( 自発的に行ったもの）

　しなかった

｛
　　

Ｅ　訓練 ・ 自己啓発について（全員が記入してください）
Ｅ

大
学
・
大
学
院
の
講
座
の
受
講

勤

め

先

で

の

研

修

勉
強
会
・
研
修
会
へ
の
参
加

そ
　

の
　

他

専
修
学
校･

各
種
学
校

公
共
職
業
能
力
開
発
施
設

自

学

・

自

習

通

信

教

育

の

受

講

講
習
会
・
セ
ミ
ナ
ー
の
傍
聴

の
講
座
の
受
講

の
講
座
の
受
講

役立てるための訓練や
自己啓発をしましたか

どうして今の雇用形態Ａ９
　

時
間
に
働
き
た
い
か
ら

自
分
の
都
合
の
よ
い

についているのですか

　
　
　
　
　

得
た
い
か
ら

家
計
の
補
助
・
学
費
等
を

　
　

両
立
し
や
す
い
か
ら

家
事
・
育
児
・
介
護
等
と

　
　
　
　

生
か
せ
る
か
ら

専
門
的
な
技
能
等
を

　
　
　

仕
事
が
な
い
か
ら

正
規
の
職
員
・
従
業
員
の

通
勤
時
間
が
短
い
か
ら

そ　
　
　

の　
　
　

他

（うち おもなもの一つにマーク）

（該当するものすべてにマーク）

Ａ８ どうしてこの仕事に
ついたのですか

　
　
　
　
　

生
じ
た

収
入
を
得
る
必
要
が

　

仕
事
が
見
つ
か
っ
た

よ
り
よ
い
条
件
の

そ　
　

の　
　

他

失
業
し
て
い
た

学
校
を
卒
業
し
た

　

生
か
し
た
か
っ
た

知
識
や
技
能
を

社
会
に
出
た
か
っ
た

時
間
に
余
裕
が
で
き
た

健
康
を
維
持
し
た
い

（おもなもの一つにマーク）

第１面のＡ１欄で　雇われている人のうち「パート」「アルバイト」「労働者派遣事業所の派遣社員」

「契約社員」「嘱託」「その他」と回答した方のみお答えください　　　　（それ以外の方はＡ10 へ）

Ｄ 初職について

Ｃ６

Ｃ７ 本人の仕事の内容
・『調査票の記入のしかた』を
  参考にして詳しく書いてください

勤め先・業主など
の事業の内容

・『調査票の記入のしかた』を
  参考にして詳しく書いてください

（Ｄ欄へ）

介護をしている

ご記入ありがとうございました

Ｇ２ 15 歳未満の
　　 世帯人員

人 　 　 　 人 　 　 　 人 　 　 　 人 　 　 　 人 　 　 　 人 　 　 　 人 　 　 　 人

０歳

15 歳未満の合計

人

・ ここでは　あなた以外の
  世帯員の収入も合計した
  金額を記入してください

Ｇ１ 世帯全体の
     年間収入 (税込み )

1 0 0  2 0 0  3 0 0  4 0 0  5 0 0  6 0 0
　
　

万
円

　
　

万
円

　
　

万
円

　
　

万
円

　
　

万
円

　
　

万
円

～～～～～～
10 0 2 0 0 0
万
円
未
満

７歳５歳 ６歳２歳１歳 ３歳 ４歳

８歳 １３歳 １４歳１０歳９歳 １１歳 １２歳

1 9 9  2 9 9  3 9 9  4 9 9  5 9 9  6 9 9

　
　

万
円

　
　

万
円

　
　

万
円

　
　

万
円

　
　

万
円

　
　

万
円

万
円
以
上

7 0 0  8 0 0  9 0 0  1000  1250  1500

Ｇ　世帯について　（世帯主のみ記入してください）　

7 9 9  8 9 9  9 9 9  1249  1499  1999
～～～～～～

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

人 　 　 　 人 　 　 　 人 　 　 　 人 　 　 　 人 　 　 　 人 　 　 　 人

年

Ｄ２

・ 該当する元号又は西暦について記入
  した上で年及び月を書いてください

月

大正　  昭和      平成       西暦

Ｃ５ 前の仕事の雇用契約
期間の定めの有無・
１回当たりの雇用
契約期間

週に６日以上週に３日週に２日週に１日 週に４～５日

（Ｆ２へ）

子の育児をしている 子の育児を
していない

雇用契約期間の定めの有無
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　取り替えや就学前の子どもの送迎
　などをいいます

した しなかった
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看護休暇
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介護休業 短時間勤務 介護休暇 その他

した しなかった
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１ 基本事項について
（１）学校区分

平成29年就業構造基本調査（案） 平成24年就業構造基本調査

（変更案）

（変更理由）

平成29年就業構造基本調査 調査票新旧対照表

　「短大・高専」を「短大」と「高専」に分割

　短期大学と高等専門学校では、その目的・役割や男女比などに大きな違いがあり、卒業後の就業状況が大きく異なることが予想されることから、高等教育機関の検討に関す
る政策ニーズを勘案し、選択肢を分割

別  紙 
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２ 主な仕事について
（１）雇用契約期間の定めの有無・１回当たりの雇用契約期間

平成29年就業構造基本調査（案） 平成24年就業構造基本調査

（変更案）

（変更理由）
　「１か月以上６か月以下」について、雇用契約期間が３か月である雇用者が全有期雇用契約者の中で一定程度存在することが考えられること（平成24年調査の統計委員会
答申における指摘事項）を踏まえ、総務省が実施している一般統計調査である「就業希望の把握に関する準備調査」における雇用契約期間に係る選択肢の細分化について
の検証結果から、「１か月以上３か月以下」、「３か月超６か月以下」のそれぞれの期間に一定程度の雇用者が存在するため、選択肢を分割
　また、「その他」については、「就業希望の把握に関する準備調査」における結果から、適当な選択肢区分と考えられることから、選択肢を変更

　「１か月以上６か月以下」を「１か月以上３か月以下」と「３か月超６か月以下」に分割
　「その他」を「５年超」と「期間がわからない」に変更
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（２）どうしてこの仕事についたのですか

平成29年就業構造基本調査（案） 平成24年就業構造基本調査

【復活】

（追加案）

（変更理由）

　「どうしてこの仕事についたのですか」の設問を復活

　「現職への就業理由」については、前回（平成24年）調査において、東日本大震災の仕事への影響に関する事項（４項目）を新たに追加したことなどに伴い、他の調査事項と
比較した相対的な必要性、報告者負担、調査票スペースの制約等を踏まえ削除したが、①今回調査では東日本大震災の仕事への影響に係る事項は把握しないこと、②関
係府省及び都道府県から政策利用の必要性から復活要望があること、③前回調査の統計委員会答申における「今後の課題」の中で、「「前職の離職理由」を把握する調査事
項との関係から、転職の実態を分析する上で有用な情報であることから、今回調査の結果を踏まえ、必要に応じて、本調査事項の復活について検討すること」とされていること
から、当該調査事項を復活



4

（３）どうして今の雇用形態についているのですか

平成29年就業構造基本調査（案） 平成24年就業構造基本調査

【新規】

（追加案）

（変更理由）

　「どうして今の雇用形態についているのですか」の設問を追加

　いわゆる不本意非正規労働者に関する統計ニーズ（サンプルサイズの制約から労働力調査では困難な地域別結果の提供）を踏まえ、労働力調査で把握している「現職の
雇用形態についている理由」を追加
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３ 前職について
（１）前の仕事の雇用契約期間の定めの有無・１回当たりの雇用契約期間

平成29年就業構造基本調査（案） 平成24年就業構造基本調査

【新規】

（追加案）

（変更理由）

　「前の仕事の雇用契約期間の定めの有無・１回当たりの雇用契約期間」の設問を追加
　上記選択肢区分として「定めがなかった」、「定めがあった（１か月未満、１か月以上３か月以下、３か月超６か月以下、６か月超１年以下、１年超３年以下、３年超５年
以下、５年超、期間がわからない）」、「わからない」を設定

　転職就業者の増加を背景として、関係府省から、今後の雇用政策を進める上で雇用形態間の異動についての実態把握は重要であり、当該調査事項を追加してほしいとの
要望があったことなどから、政策ニーズを勘案し、当該調査事項を追加
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４ 育児・介護の状況について
（１）子の育児をしていますか

平成29年就業構造基本調査（案） 平成24年就業構造基本調査

（変更案）

（変更理由）

（２）この１年間に育児休業などの制度を利用しましたか

平成29年就業構造基本調査（案） 平成24年就業構造基本調査

（変更案）

（変更理由）

　育児休業などの制度を利用している人について、選択肢区分に「残業の免除・制限」を追加

　就業と育児に関する各制度の利用との関係をより詳細に把握するため、選択肢区分を追加

　育児をしている人について、新たにその頻度（月に３日以内、週に１日、週に２日、週に３日、週に４～５日、週に６日以上）を追加

　就業と育児の負担度との関係を把握するため、その頻度を追加
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（３）家族の介護をしていますか

平成29年就業構造基本調査（案） 平成24年就業構造基本調査

（変更案）

（変更理由）

（４）この１年間に介護休業などの制度を利用しましたか

平成29年就業構造基本調査（案） 平成24年就業構造基本調査

（変更案）

（変更理由）

　介護をしている人について、新たにその頻度（月に３日以内、週に１日、週に２日、週に３日、週に４～５日、週に６日以上）を追加

　就業と介護の負担度との関係を把握するため、その頻度を追加

　介護休業などの制度を利用している人について、選択肢区分に「残業の免除・制限」を追加

　就業と介護に関する各制度の利用をより詳細に把握するため、選択肢区分を追加
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５ 東日本大震災の仕事への影響について
平成29年就業構造基本調査（案） 平成24年就業構造基本調査

【削除】

（変更案）

（削除理由）

　「東日本大震災の仕事への影響について」の設問を削除

　「東日本大震災の仕事への影響」に係る調査事項については、必要性が低下していることに加え、新たに追加する調査事項のスペース確保を勘案し、平成29年調査におい
ては把握しない。
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【既存の集計事項】

１　15歳以上人口に関する集計事項
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２
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世
帯
所
得

1 ○ 15歳以上人口 ○ ○ ○ ○ ○ ◯ ○ ○ ○

2 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ◯ ○ ○

3 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○ ◯ ○ ○ ○

4 ○ 〃 ○ ○ ○ 　 ○ ◯ ○ ○ ○ ○

5 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○ ○

6 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ 　 ○ ○

7 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ◯ ○ ○

8 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ 　

9 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

10 ○ 15歳以上人口（卒業者） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

11 ○ 15歳以上人口 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

12 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

13 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

14 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○

15 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

16 ○ 15歳以上人口（卒業者） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

17 ○ 15歳以上人口 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

18 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○ ○

19 ○ 〃 ○ ○ ○ ○

20 ○ 15歳以上人口の有業率 ○ ○ ○

21 ○ 15歳以上人口 ○ ○ ○ ○ ○

22 ○ 〃 ○ ○ ○

23 ○ 〃 ○ ○ ○

24 ○ 〃 ○ ○ ○

２　有業者の就業状況に関する集計事項

25 ○ 有業者 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

26 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○

27 ○ 〃 ○ ○ ○ ○

28 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 　

29 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 　

30 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 　 ○

31 ○ 〃 ○ ○ 　 ○ ○ ○ ○ 　

32 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○ 　 ○ 　 　

33 ○ 〃 ○ ○ 　 ○ ○ ○ 　 ○

34 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○ 　

35 ○ 〃 ○ 　 　 ○ ○ ○ 　 ○

36 ○ 〃 ○ ○ 　 ○ ○ ○ 　 ○

37 ○ 〃 ○ ○ ○ 　 ○ ○ ○

38 ○ 〃 ○ 　 ○ ○ ○ 　 ○ ○

39 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○ ○

40 ○ 〃 ○ 　 ○ ○ ○

年
齢

世
帯
主
と
の
続
き
柄

教
育

卒
業
時
期

表章地域 有　　　業　　　者

注2）「主要地域」とは、県庁所在都市、人口30万以上の市、都道府県内経済圏に係る地域区分をいう。

無業者 世　帯

集
計
事
項
一
連
番
号

注1）「うち市部」についても表章する。
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【既存の集計事項】

２　有業者の就業状況に関する集計事項

前職

全

国

都

道

府

県
（

注

１
）

・

政

令

市

主

要

地

域
（

注

２
）

従

業

上

の

地

位

・

雇

用

形

態

産

業

継

続

就

業

期

間

41 ○ 有業者 ○ ○ ○  ○ ○

42 ○ 〃 ○ ○ 　 ○ 　 ○ ○ ○ 　

43 ○ 〃 ○ 　 　 ○ ○ ○ 　 ○ ○ ○ 　

44 ○ 〃 ○ 　 ○ ○ 　 ○ ○ ○ ○

45 ○ 〃 ○ 　 ○ ○ 　 ○ ○ 　

46 ○ 〃 ○ 　 ○ ○ ○ ○ ○

47 ○ 〃 ○ 　 ○ ○ ○ ○

48 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 　

49 ○ 〃 ○ 　 　 ○ ○ ○ ○ ○

50 ○ 〃 ○ ○ ○ 　 ○ ○ ○ 　

51 ○ 〃 ○ ○ 　 ○ ○ ○ ○ 　

52 ○ 〃 ○ ○ 　 ○ ○ ○

53 ○ 〃 ○ ○ 　 ○ ○ ○ ○

54 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ 　 　 　 ○

55 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ 　 　 　 　 ○

56 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ 　 　 　 ○

57 ○ 〃 ○ ○ ○ 　 ○ 　 　 　 　 ○

58 ○ 正規の職員・従業員 ○ ○ ○ 　 ○ ○ ○

59 ○ 雇用者 ○ ○ ○ ○ 　 　 　 ○

60 ○ 有業者 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 　 　

61 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ 　 ○ ○ 　 　

62 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ 　 ○ 　 　 　 ○

63 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○ ○

64 ○ 前職のある者 ○ ○ 　 ○ ○

65 ○ 有業者 ○ ○ ○ 　 ○ ○ ○ ○

66 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

67 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○

68 ○ 副業がある者 ○ ○ ○ ○ ○

69 ○ 〃 ○ 　 ○ ○ ○ 　 ○ ○

70 ○ 有業者 ○ ○ ○ ○ ○

71 ○
雇用者（会社などの役員を除
く）

○ ○ ○ ○

72 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○

73 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○

74 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○

75 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○

76 ○ 有業者 ○ ○ ○ ○ ○ ○

77 ○
雇用者（会社などの役員を除
く）

○ ○ ○ ○ ○

78 ○ 有業者 ○ ○ ○ ○ ○

79 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○

80 ○ 〃 ○ ○ ○

81 ○ 〃 ○ ○ ○

82 ○ 〃 ○ ○ ○ ○

83 ○ 〃 ○ ○ ○ ○

84 ○ 〃 ○ ○ ○ ○

85 ○ 〃 ○ ○ ○ ○

86 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

87 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

88 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○

89 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○

90 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○ ○

91 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○ ○

92 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○

93 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○

94 ○ 副業がある者 ○ ○ ○ ○ ○ ○

95 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

96 ○ 有業者 ○ ○ ○ ○

97 ○ 〃 ○ ○ ○

98 ○ 有業者の平均年齢 ○ ○

99 ○ 有業者 ○ ○ ○

100 ○ 有業者の平均年齢 ○ ○

101 ○ 有業者 ○ ○ ○ ○

102 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○

103 ○ 〃 ○ ○ ○

104 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○

105 ○ 副業がある者 ○ ○ ○ ○ ○

106 ○
雇用者（会社などの役員を除
く）

○ ○ ○ ○

注2）「主要地域」とは、県庁所在都市、人口30万以上の市、都道府県内経済圏に係る地域区分をいう。
注1）「うち市部」についても表章する。
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【既存の集計事項】

３　有業者の就業希望に関する集計事項

全
国

都
道
府
県
（

注
１
）

・
政
令
市

主
要
地
域
（

注
２
）

107 ○ 有業者 ○ ○ ○ ○ ○ 　 ○ ○ ○

108 ○ 有業者（在学者を除く） ○ ○ ○ ○ 　 　 　 ○ ○

109 ○ 有業者 ○ 　 ○ ○ ○ ○ 　 　 ○ ○ ○

110 ○ 〃 ○ ○ 　 ○ ○ 　 　 　 ○

111 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○

112 ○ 〃 ○ ○ 　 ○ ○ 　 　 ○

113 ○ 〃 ○ ○ 　 ○ ○ ○ ○ 　 ○

114 ○ 〃 ○ ○ 　 ○ 　 ○ ○ 　 ○

115 ○ 〃 ○ ○ 　 ○ 　 ○ ○ ○ 　 ○

116 ○ 〃 ○ 　 ○ ○ ○ ○ 　 ○

117 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○ 　 　

118 ○ 継続就業希望者 ○ ○ ○ ○ 　 ○ ○ ○ 　 　

119 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 　 　

120 ○ 〃 ○ ○ 　 ○ ○ ○ ○ 　 　

121 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 　 　

122 ○ 追加就業希望者 ○ ○ ○ 　 ○ 　 ○ ○

123 ○ 〃 ○ ○ 　 　 ○ ○ ○ ○ 　 ○ ○

124 ○ 〃 ○ ○ 　 　 ○ ○ 　 ○ ○

125 ○ 転職希望者 ○ ○ ○ ○ ○ 　 　 　 ○ ○ ○

126 ○ 転職希望者（在学者を除く） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

127 ○ 転職希望者 ○ ○ ○ ○ ○ 　 ○

128 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ 　 ○ ○ 　 ○

129 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ 　 　 　 ○ ○ 　 ○

130 ○ 〃 ○ 　 ○ ○ ○ ○ ○

131 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

132 ○ 〃 ○ 　 ○ ○ ○ ○ ○

133 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○ ○

134 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

135 ○ 〃 ○ 　 ○ ○ ○ ○

136 ○ 有業者 ○ ○ ○ ○ ○ ○

137 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○ ○

138 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○ ○

139 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

140 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○ ○

141 ○ 継続就業希望者 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

142 ○ 追加就業希望者 ○ ○ ○ ○ ○

143 ○ 転職希望者 ○ ○ ○ ○

144 ○ 〃 ○ ○ ○ ○

145 ○ 有業者 ○ ○ ○ ○

注1）「うち市部」についても表章する。
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業
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所
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男
女

配
偶
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年
齢

注2）「主要地域」とは、県庁所在都市、人口30万以上の市、都道府県内経済圏に係る地域区分をいう。
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【既存の集計事項】

４　無業者の不就業状況に関する集計事項

前職 初職

全
国

都
道
府
県
（

注
１
）

・
政
令
市

主
要
地
域
（

注
２
）

離
職
期
間

従
業
上
の
地
位
・
雇
用
形
態

世
帯
の
家
族
類
型

一
般
・
単
身
世
帯

世
帯
所
得

就
業
状
態
・
仕
事
の
主
従

従
業
上
の
地
位
・
雇
用
形
態

146 ○ 無業者（非親族世帯員を除く） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 　 ○ 　 ○

147 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 　 ○ ○ ○

148 ○ 無業者 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 　 ○ ○ ○ 　 　

149 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○

５　無業者の就業希望に関する集計事項

150 ○ 就業希望者 ○ ○ ○ 　 ○ ○ ○ ○ 　

151 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

152 ○ 〃 ○ ○ ○ 　 ○ ○ 　

153 ○ 〃 ○ ○ ○ 　 ○ ○

154 ○ 〃 ○ 　 ○ 　 ○ 　 ○ ○ ○

155 ○ 〃 ○ ○ 　 　 ○ ○ 　 ○ ○

156 ○ 〃 ○ 　 ○ ○ 　 ○ ○

157 ○ 〃 ○ ○ 　 ○ ○ 　 ○ ○ ○ ○ 　

158 ○ 〃 ○ 　 　 　 　 ○ ○ 　 ○ ○

159 ○ 就業希望者 ○ 　 ○ 　 ○ ○ ○ ○

160 ○ 就業希望者（求職者） ○ ○ ○ ○ ○

161 ○ 〃 ○ 　 ○ ○ ○ 　 　 　 ○

162 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○

163 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○

164 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○

165 ○ 〃 ○ 　 ○ ○ ○ ○

166 ○ 〃 ○ 　 ○ ○ ○ ○ ○

167 ○ 〃 ○ 　 ○ ○ ○ ○ ○ ○

168 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

169 ○ 就業希望者（非求職者） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

170 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○

171 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○

172 ○ 〃 ○ 　 　 　 ○ ○ ○ ○

173 ○ 非就業希望者 ○ ○ ○ ○ ○ ○

174 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○ ○

175 ○
無業者（昭和63年以降に卒業し
た者）

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

176 ○ 就業希望者 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

177 ○ 就業希望者（求職者） ○ ○ ○ ○

178 ○ 前職のある求職者 ○ ○ ○ ○

179 ○ 〃 ○ ○ ○

180 ○ 就業希望者（非求職者） ○ ○ ○ ○ ○

181 ○ 非就業希望者 ○ ○ ○ ○ ○

182 ○ 無業者 ○ ○ ○ ○ ○

183 ○ 無業者 ○ ○ ○ ○ ○

184 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○ ○

185 ○ 非就業希望者 ○ ○ ○

注2）「主要地域」とは、県庁所在都市、人口30万以上の市、都道府県内経済圏に係る地域区分をいう。
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【既存の集計事項】

６　就業異動に関する集計事項

全

国

都

道
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186 ○ 15歳以上人口（昭和63年以降に
初職に就いた者）

○ ○ ○ ○

187 ○ 15歳以上人口 ○ ○ ○ ○ ○ ○

188 ○
有業者（昭和63年以降に初職に
就いた者）

○ ○ ○ ○ ○ ○

189 ○ 15歳以上人口 ○ ○ ○ ○ ○

190 ○
転職就業者及び離職非就業者
（平成24年10月以降に前職を辞
めた者）

○ ○ ○ ○ ○ ○

191 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

192 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

193 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

194 ○
転職就業者及び離職非就業者
（平成28年10月以降に前職を辞
めた者）

○ ○ 　 ○ ○ ○

195 ○ 〃 ○ ○ ○ 　 　 　 ○ ○

196 ○ 〃 ○ ○ ○ 　 　 ○ ○ 　

197 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○ 　

198 ○
転職就業者及び離職非就業者
（平成28年10月以降に前職を辞
めた者）

○ ○ ○ ○ ○

199 ○
転職就業者及び離職非就業者
（平成24年10月以降に前職を辞
めた者）

○ 　 ○ ○ ○ ○ 　 ○ ○

200 ○
転職就業者及び離職非就業者
（平成24年10月以降に下記1)の
理由で前職を辞めた者）

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 　 ○ 　

201 ○ 入職就業者及び転職就業者 ○ ○ ○ 　 ○ 　 　

202 ○ 〃 ○ ○ ○ 　 ○ 　 　 　 　

203 ○ 〃 ○ 　 　 ○ ○ ○ 　 　 　 　 　

204 ○
入職就業者及び転職就業者
（平成24年10月以降に現職に就
いた者）

○ 　 　 ○ ○ ○ 　 　

205 ○ 〃 ○ 　 　 ○ ○ ○ 　 　

206 ○ 〃 ○ ○ 　 ○ ○ 　

207 ○
転職就業者(平成24年10月以降
に前職を辞めた者)

○ 　 　 ○ ○ ○ 　 　 ○ 　 　 　

208 ○ 〃 ○ 　 　 ○ ○ ○ ○ ○ 　

209 ○ 〃 ○ 　 　 ○ ○ ○ ○ ○ 　

210 ○
転職就業者（平成28年10月以降
に現職に就いた者）

○ ○ ○ 　 ○ 　 ○

211 ○ 〃 ○ ○ ○ ○

212 ○ 〃 ○ 　 　 ○ ○ ○

213 ○ 〃 ○ 　 　 ○ 　 　 　 ○ ○

214 ○ 〃 ○ 　 　 　 　 　 　 　 ○ ○

215 ○
転職就業者（平成28年10月以降
に現職に就いた前職及び現職が
雇用者の者)

○ 　 ○ 　 　 ○ ○

216 ○ 〃 ○ 　 ○ 　 　 ○ ○

注1）「うち市部」についても表章する。

1) 「事業不振や先行き不安」、「収入が少なかった」、「労働条件が悪かった」、「自分に向かない仕事だった」、「一時的についた仕事だから」

注2）「主要地域」とは、県庁所在都市、人口30万以上の市、都道府県内経済圏に係る地域区分をいう。
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【既存の集計事項】

６　就業異動に関する集計事項
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217 ○
転職就業者（平成28年10月以
降に現職に就いた前職及び現
職が雇用者の者)

○ 　 　 ○ 　 　 　 ○ ○ ○ ○

218 ○ 離職非就業者（求職者） ○ ○ ○

219 ○ 離職非就業者（下記1)の理由
で前職を辞めた求職者）

○ 　 　 　 　 ○ ○ ○ 　

220 ○ 離職非就業者（求職者） ○ ○ ○ ○

221 ○ 〃 ○ ○ 　 ○ ○

222 ○ 55～64歳人口 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

223 ○ 離職非就業者（平成24年10月
以降に前職を辞めた求職者）

○ ○ ○ ○ 　

224 ○ 離職非就業者(前職が雇用者の
求職者)

○ ○ 　 ○ 　 ○

225 ○
離職非就業者(平成28年10月以
降に前職を辞めた前職が雇用
者の求職者)

○ 　 ○ ○ ○

226 ○
離職非就業者（平成24年１月
以降に前職を辞めた就業希望
者）

○ ○ ○ 　 ○ 　

227 ○ 離職非就業者（平成28年10月
以降に前職を辞めた者）

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 　

228 ○ 無業者 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

229 ○ 無業者（離職者及び継続非就
業者）

○ ○ ○ ○ 　 ○ ○ 　 　

230 ○ 有業者（継続就業者，転職者
及び新規就業者）

○ ○ ○ 　 ○ ○ 　 　

231 ○ 〃 ○ ○ ○ 　 ○ ○ 　 　 　 　

232 ○ 15歳以上人口（昭和63年以降
に卒業し初職に就いた者）

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

233 ○ 15歳以上人口（昭和63年以降
に初職に就いた者）

○ ○ ○ ○

234 ○ 有業者（昭和63年以降に初職
に就いた者）

○ ○ ○ ○ ○

235 ○ 転職就業者及び離職非就業者 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

236 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

237 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

238 ○ 転職就業者（平成24年10月以
降に前職を辞めた者）

○ ○ ○ ○

239 ○ 〃 ○ ○ ○ ○

240 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○

241 ○
転職就業者及び離職非就業者
（平成28年10月以降に前職を
辞めた者）

○ ○ ○ ○

242 ○
転職就業者及び離職非就業者
（平成24年10月以降に前職を
辞めた者）

○ ○ ○ ○

243 ○
転職就業者及び離職非就業者
（平成24年10月以降に下記2)
の理由で前職を辞めた者）

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

244 ○ 離職非就業者（求職者） ○ ○ ○ ○ ○

245 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○

246 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○

247 ○ 離職非就業者（平成24年10月
以降に前職を辞めた求職者）

○ ○ ○ ○ ○

248 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○

249 ○ 有業者（昭和63年以降に初職
に就いた者）

○ ○ ○ ○

250 ○ 〃 ○ ○ ○

251 ○ 平成24年以降に前職を辞めた
者

○ ○ ○

252 ○ 離職非就業者（求職者） ○ ○ ○

７　常住地移動に関する集計事項－全国

253 ○ 15歳以上人口 ○ ○ ○ 　 ○  ○ 　 ○ ○

254 ○ 〃 ○  ○  ○ ○ ○

255 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○

256 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○

257 ○ 転居者 ○ ○ ○ ○ ○

258 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○

259 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

260 ○ 転居者（平成24年10月以降に
転居した者）

○ ○ ○ ○

261 ○ 〃 ○ ○ ○ ○

262 ○ 〃 ○ ○ ○

263 ○ 15歳以上人口 ○ ○ ○ ○ ○ ○

264 ○ 転居者 ○ ○ ○ ○

265 ○ 〃 ○ ○ ○ ○

266 ○ 転居者（平成24年10月以降に
転居した者）

○ ○ ○ ○

267 ○ 15歳以上人口 ○ ○ ○ ○

268 ○ 15歳以上人口（平成24年10月
以降に転居した者）

○ ○

269 ○ 〃 ○ ○

1) 「会社倒産・事業所閉鎖のため」、「人員整理・勧奨退職のため」、「事業不振や先行き不安」、「収入が少なかった」、「労働条件が悪かった」、「自分に向かない仕事だった」、「一時的についた仕事だから」

2) 「事業不振や先行き不安」、「収入が少なかった」、「労働条件が悪かった」、「自分に向かない仕事だった」、「一時的についた仕事だから」

注2）「主要地域」とは、県庁所在都市、人口30万以上の市、都道府県内経済圏に係る地域区分をいう。

配

偶

関

係

有　業　者 初職就

業

異

動

注1）「うち市部」についても表章する。

前　　　職

集

計

事

項

一

連

番

号

表章地域

集　計　対　象

男

女

年

齢

教

育
常　住　地卒

業

時

期

卒

業

か

ら

初

職

就

業

時

ま

で

の

期

間 就

業

状

態

・

仕

事

の

主

従

過

去

１

年

以

内

の

就

業

異

動

雇

用

形

態

の

異

動

区

分

前

職

の

有

無

無　業　者
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【既存の集計事項】

８　職業訓練・自己啓発に関する集計事項

前職

全
国

都
道
府
県
（

注
１
）

・
政
令
市

主
要
地
域
（

注
２
）

従
業
上
の
地
位
・
雇
用
形
態

雇
用
契
約
期
間
の
定
め
の
有
無

産
業

職
業

従
業
者
規
模

経
営
組
織

就
業
の
規
則
性

年
間
就
業
日
数

週
間
就
業
時
間

所
得

就
業
希
望
意
識

就
業
希
望
の
有
無

就
業
希
望
時
期

就
業
希
望
理
由

希
望
す
る
仕
事
の
形
態

求
職
活
動
の
有
無

非
求
職
理
由

求
職
期
間

前
職
の
離
職
理
由

270 ○ 15歳以上人口 ○ ○ ○ ○ ○

271 ○ 有業者 ○ ○ ○ ○

272 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○

273 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○

274 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○ ○

275 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○ ○

276 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

277 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○

278 ○ 無業者 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

279 ○
就業希望者（非求職者）（無業
者）

○ ○ ○ ○ ○

280 ○ 就業希望者（無業者） ○ ○ ○ ○ ○

281 ○
就業希望者（昭和63年以降に前
職を辞めた無業者）

○ ○ ○ ○ ○

282 ○ 15歳以上人口 ○ ○ ○ ○ ○

283 ○ 有業者 ○ ○ ○ ○

284 ○ 〃 ○ ○ ○ ○

285 ○ 〃 ○ ○ ○ ○

286 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○

287 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○

288 ○ 無業者 ○ ○ ○ ○ ○

289 ○
就業希望者（非求職者）（無業
者）

○ ○ ○ ○

290 ○ 就業希望者（無業者） ○ ○ ○ ○

291 ○
就業希望者（昭和63年以降に前
職を辞めた無業者）

○ ○ ○ ○

292 ○ 15歳以上人口 ○ ○ ○ ○

293 ○ 有業者 ○ ○ ○

294 ○ 〃 ○ ○ ○

295 ○ 無業者 ○ ○ ○ ○

296 ○
就業希望者（昭和63年以降に前
職を辞めた無業者）

○ ○ ○

９　平成24年調査結果比較に関する集計事項

297 ○ 15歳以上人口 ○ ○ ○ ○ ○ 　 　 　

298 ○ 有業者 ○ ○ ○ ○ ○

299 ○ 〃 ○ ○ ○

300 ○ 〃 ○ ○ 　 ○ 　

301 ○ 〃 ○ ○ 　 ○ ○ ○ ○

302 ○ 無業者 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

注1）「うち市部」についても表章する。
注2）「主要地域」とは、県庁所在都市、人口30万以上の市、都道府県内経済圏に係る地域区分をいう。

集
計
事
項
一
連
番
号

表章地域

集　計　対　象

男
女

年
齢

無　業　者職
業
訓
練
・
自
己
啓
発
の
有
無

職
業
訓
練
・
自
己
啓
発
の
内
容

教
育

有　業　者就
業
状
態
・
仕
事
の
主
従

調
査
年
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【既存の集計事項】

10　育児に関する集計事項

全
国

都
道
府
県
（

注
１
）

・
政
令
市

主
要
地
域
（

注
２
）

従
業
上
の
地
位
・
雇
用
形
態

産
業

職
業

従
業
者
規
模

年
間
就
業
日
数

週
間
就
業
時
間

継
続
就
業
期
間

就
業
時
間
希
望

就
業
希
望
意
識

就
業
希
望
の
有
無

求
職
活
動
の
有
無

303 ○ 15歳以上人口 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

304 ○ 育児をしている雇用者 ○ ○ ○ ○ ○

305 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○

306 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○

307 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○

308 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○

309 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○ ○

310 ○ 15歳以上人口 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

311 ○ 育児をしている雇用者 ○ ○ ○ ○ ○

312 ○ 15歳以上人口 ○ ○ ○ ○ ○

313 ○ 育児をしている雇用者 ○ ○ ○ ○

11　介護に関する集計事項

314 ○ 15歳以上人口 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

315 ○ 介護をしている雇用者 ○ ○ ○ ○ ○

316 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○

317 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○

318 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○

319 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○

320 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○ ○

321 ○ 15歳以上人口 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

322 ○ 介護をしている雇用者 ○ ○ ○ ○ ○

323 ○ 15歳以上人口 ○ ○ ○ ○ ○

324 ○ 介護をしている雇用者 ○ ○ ○ ○

注2）「主要地域」とは、県庁所在都市、人口30万以上の市、都道府県内経済圏に係る地域区分をいう。

介
護
休
業
等
制
度
の
種
類

有　業　者 無業者育
児
の
有
無

育
児
休
業
等
制
度
利
用
の
有
無

育
児
休
業
等
制
度
の
種
類

介
護
の
有
無

介
護
休
業
等
制
度
利
用
の
有
無

集
計
事
項
一
連
番
号

表章地域

集　計　対　象

男
女

年
齢

就
業
状
態
・
仕
事
の
主
従

注1）「うち市部」についても表章する。
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【既存の集計事項】

12　世帯分布による就業構造に係る集計事項

就
業
希
望
の
有
無

求
職
活
動
の
有
無

従
業
上
の
地
位
・
雇
用
形
態

就
業
の
規
則
性

年
間
就
業
日
数

週
間
就
業
時
間

所
得

就
業
希
望
の
有
無

求
職
活
動
の
有
無

325 ○ 全世帯 ○ ○ ○   ○ ○ ○     

326 ○ 〃 ○    ○ ○ ○   

327 ○ 〃 ○ ○ ○ ○

328 ○ 下記3)に記載の世帯 ○ ○ ○ ○

329 ○ 全世帯 ○ ○ ○ ○

330 ○ 一般世帯 ○ ○ ○ ○

331 ○ 全世帯 ○ 　 　 ○ ○ ○ ○

332 ○ 下記1)に記載の世帯 ○ ○ ○

333 ○ 世帯主が有業の一般世帯 ○ ○ ○ ○

334 ○ 下記2)に記載の世帯 ○ 　 ○ ○ ○ ○

335 ○ 下記3)に記載の世帯 ○ ○ ○ ○ ○

336 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○

337 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

338 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

339 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

340 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○ ○

341 ○
下記3)に記載の世帯のうち
妻が有業の世帯

○ ○ ○ ○ ○

342 ○
下記3)に記載の世帯のうち
夫と妻が有業の世帯

○ ○ ○ ○ ○ ○

343 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○ ○

344 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

345 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○ ○

346 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○ ○

347 ○
下記3)に記載の世帯のうち
夫が前職のある無業者の世帯

○ ○ ○ ○ ○

1) 「夫婦のみの世帯」、「夫婦と親から成る世帯」、「夫婦と子供から成る世帯」、「夫婦、子供と親から成る世帯」、「ひとり親と子供から成る世帯」、「兄弟姉妹のみから成る世帯」、「単身世帯」

2) 「夫婦のみの世帯」、「夫婦と親から成る世帯」、「夫婦と子供から成る世帯」、「夫婦、子供と親から成る世帯」、「ひとり親と子供から成る世帯」

3) 「夫婦のみの世帯」、「夫婦と親から成る世帯」、「夫婦と子供から成る世帯」、「夫婦、子供と親から成る世帯」

就
業
状
態
・
仕
事
の
主
従

過
去
1
年
以
内
の
就
業
異
動

注2）「主要地域」とは、県庁所在都市、人口30万以上の市、都道府県内経済圏に係る地域区分をいう。

従
業
上
の
地
位
・
雇
用
形
態

年
間
就
業
日
数

週
間
就
業
時
間

所
得

無業者 前
職
の
離
職
理
由

従
業
上
の
地
位
・
雇
用
形
態

所
得

主
な
収
入
の
種
類

年
齢

教
育

注1）「うち市部」についても表章する。

集
計
事
項
一
連
番
号

表章地域

集　計　対　象

世　　　　帯

夫
と
妻
の
就
業
状
態
・
有
業
の
親
の

有
無

世
帯
の
収
入
の
種
類

世
帯
所
得

世
帯
人
員

親
族
世
帯
人
員

６
歳
未
満
の
子
供
の
有
無

子
供
の
数

有
業
の
子
供
の
数

末
子
の
年
齢

妻

有　業　者 無 業 者

夫

全
国

都
道
府
県
（

注
１
）

・
政
令
市

主
要
地
域
（

注
２
）

世
帯
の
家
族
類
型

一
般
・
単
身
世
帯

有
業
親
族
世
帯
人
員

就
業
状
態
・
仕
事
の
主
従

年
齢

就
業
状
態
・
仕
事
の
主
従

世　帯　主

年
齢

教
育
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【既存の集計事項】

12　世帯分布による就業構造に係る集計事項（続き）

無業者

親

の

年

齢

親

の

就

業

状

態

・

仕

事

の

主

従

求

職

活

動

の

有

無

育

児

休

業

等

制

度

利

用

の

有

無

主

な

収

入

の

種

類

従

業

上

の

地

位

・

雇

用

形

態

年

間

就

業

日

数

週

間

就

業

時

間

継

続

就

業

期

間

就

業

希

望

意

識

就

業

希

望

の

有

無

希

望

す

る

仕

事

の

形

態

求

職

活

動

の

有

無

前

職

の

有

無

従

業

上

の

地

位

・

雇

用

形

態

前

職

の

離

職

理

由

離

職

期

間

348 ○
下記1)に記載の世帯のうち妻が
有業の世帯

○ ○ ○ ○ ○ ○

349 ○ 〃 ○ ○ 　 ○ ○ ○ ○

350 ○ 〃 ○ ○ ○ ○

351 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

352 ○
下記1)に記載の世帯のうち妻が
無業の世帯

○ ○ ○ ○ ○ ○

353 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

354 ○
下記1)に記載の世帯のうち妻が
昭和63年以降前職を辞め現在無
業の世帯

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

355 ○

下記1)に記載の世帯のうち妻が
昭和63年以降結婚・出産・育児
のため前職を辞め現在無業の世
帯

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

356 ○ 下記2)に記載の世帯 ○ ○ ○ ○

357 ○
下記3)に記載の世帯のうち夫が
有業の世帯

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

358 ○
下記3)に記載の世帯のうち夫と
妻が有業の世帯

○ ○ ○ ○ ○

359 ○ 有業単身世帯 ○ ○ ○ ○ ○

360 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○

361 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○

362 ○ 高齢者世帯 ○ ○ ○ ○ ○ ○

363 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○ ○

364 ○ 母子世帯 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

365 ○ 父子世帯 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

366 ○ 下記1)に記載の世帯 ○ ○ ○ ○ ○

367 ○
下記2)に記載の世帯のうち６歳
未満の子供のいる世帯

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

368 ○ 全世帯 ○ ○ ○ ○

369 ○ 全世帯 ○ ○ ○ ○ ○ ○

370 ○ 　〃 ○ ○ ○

371 ○ 　〃 ○ ○ ○ ○

372 ○ 一般世帯 ○ ○ ○ ○

373 ○ 下記1)に記載の世帯 ○ ○ ○ ○ ○

374 ○
下記1)に記載の世帯のうち妻が
有業の世帯

○ ○ ○ ○

375 ○
下記1)に記載の世帯のうち夫が
前職のある無業者の世帯

○ ○ ○

376 ○
下記2)に記載の世帯のうち6歳
未満の子供のいる世帯

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

377 ○ 全世帯 ○ ○ ○ ○

378 ○ 全世帯 ○ ○ ○

379 ○ 単身世帯 ○ ○ ○ ○ ○ ○

380 ○ 下記1)に記載の世帯 ○ ○

381 ○ 〃 ○ ○ ○

382 ○
下記2)に記載の世帯のうち6歳
未満の子供のいる世帯

○ ○ ○ ○ ○ ○

383 ○ 全世帯 ○ ○ ○

注1）「うち市部」についても表章する。
注2）「主要地域」とは、県庁所在都市、人口30万以上の市、都道府県内経済圏に係る地域区分をいう。

1) 「夫婦のみの世帯」、「夫婦と親から成る世帯」、「夫婦と子供から成る世帯」、「夫婦、子供と親から成る世帯」

2) 「夫婦と子供から成る世帯」、「夫婦、子供と親から成る世帯」

3) 「夫婦と親から成る世帯」、「夫婦、子供と親から成る世帯」
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【新規の集計事項】

１　「現職の雇用形態についている理由」に関する集計事項

有業者 世帯

全
国

都
道
府
県
（

注
１
）

・
政
令
市

主
要
地
域
（

注
２
）

従
業
上
の
地
位
・
雇
用
形
態

雇
用
契
約
期
間
の
定
め
の
有
無

所
得

現
職
の
雇
用
形
態
に
つ
い
て
い
る
理
由

一
般
・
単
身
世
帯

384 ○ 非正規の職員・従業員 ○ ○ ○ ○ ○

385 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○ ○

386 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○

387 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○

388 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○

389 ○ 〃 ○ ○ ○ ○

390 ○ 〃 ○ ○ ○ ○

391 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○

392 ○ 〃 ○ ○ ○ ○

393 ○ 〃 ○ ○ ○ ○

２　「現職についた理由」に関する集計事項

前職 有業者

全
国

都
道
府
県
（

注
１
）

・
政
令
市

主
要
地
域
（

注
２
）

従
業
上
の
地
位
・
雇
用
形
態

産
業

職
業

従
業
者
規
模

就
業
開
始
時
期

現
職
に
つ
い
た
理
由

前
職
の
離
職
理
由

前
職
の
離
職
時
期

離
職
期
間

世
帯
の
家
族
類
型

就
業
希
望
の
有
無

求
職
活
動
の
有
無

前
職
の
離
職
理
由

就
業
状
態
・
仕
事
の
主
従

現
職
に
つ
い
た
理
由

394 ○ 入職就業者及び転職就業者 ○ ○ ○ ○ ○

395 ○ 〃 ○ ○ ○ ○

396 ○ 〃 ○ ○ ○ ○

397 ○ 〃 ○ ○ ○ ○

398 ○ 〃 ○ ○ ○ ○

399 ○
転職就業者及び離職非就業者
（平成24年10月以降に前職を辞
めた者）

○ 　 ○ ○ ○ ○

400 ○
転職就業者（平成28年10月以降
に現職に就いた者）

○ 　 　 　 ○ ○ ○

401 ○
転職就業者（平成28年10月以降
に現職に就いた前職及び現職が
雇用者の者)

○ ○ ○ ○

402 ○
下記1)に記載の世帯のうち
夫が前職のある無業者の世帯

○ ○ ○ ○ ○ ○

403 ○
転職就業者及び離職非就業者
（平成24年10月以降に前職を辞
めた者）

○ ○ ○ ○ ○

404 ○
下記1)に記載の世帯のうち
夫が前職のある無業者の世帯

○ ○ ○ ○

405 ○
転職就業者及び離職非就業者
（平成24年10月以降に前職を辞
めた者）

○ ○ ○ ○ ○

注1）「うち市部」についても表章する。
注2）「主要地域」とは、県庁所在都市、人口30万以上の市、都道府県内経済圏に係る地域区分をいう。

1)「夫婦のみの世帯」、「夫婦と親から成る世帯」、「夫婦と子供から成る世帯」、「夫婦，子供と親から成る世帯」

妻

集
計
事
項
一
連
番
号

表章地域

集　計　対　象

無業者
有業者 世帯表章地域 前職

夫

集
計
事
項
一
連
番
号

集　計　対　象

男
女

年
齢

就
業
状
態
・
仕
事
の
主
従

男
女

配
偶
関
係

年
齢

世
帯
主
と
の
続
き
柄

教
育

雇
用
形
態
の
異
動
区
分
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【新規の集計事項】

３　「前職の雇用契約期間の定めの有無・一回当たりの雇用契約期間」に関する集計事項

全
国

都
道
府
県
（

注
１
）

・
政
令
市

主
要
地
域
（

注
２
）

従
業
上
の
地
位
・
雇
用
形
態

雇
用
契
約
期
間
の
定
め
の
有
無

従
業
上
の
地
位
・
雇
用
形
態

雇
用
契
約
期
間
の
定
め
の
有
無

産
業

職
業

前
職
の
離
職
時
期

406 ○
転職就業者及び離職非就業者
（平成24年10月以降に前職を辞
めた者）

○ ○ ○ ○ ○

407 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○

408 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○

409 ○
転職就業者(平成24年10月以降
に前職を辞めた者)

○ ○ ○ ○ ○ ○

410 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○

411 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○

412 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○

413 ○ 〃 ○ ○ ○ ○ ○

４　「育児の頻度」に関する集計事項

全
国

都
道
府
県
（

注
１
）

・
政
令
市

主
要
地
域
（

注
２
）

従
業
上
の
地
位
・
雇
用
形
態

年
間
就
業
日
数

週
間
就
業
時
間

就
業
希
望
意
識

転
職
希
望
理
由

希
望
す
る
仕
事
の
形
態

世
帯
の
家
族
類
型

育
児
の
頻
度

就
業
状
態
・
仕
事
の
主
従

従
業
上
の
地
位
・
雇
用
形
態

継
続
就
業
期
間

414 ○ 育児をしている雇用者 ○ ○ ○ ○ ○

415 ○ 〃 ○ ○ ○ ○

416 ○
育児をしている雇用者（転職希
望者）

○ ○ ○ ○

417 ○ 〃 ○ ○ ○ ○

418 ○
下記1)に記載の世帯のうち
６歳未満の子供のいる世帯

○ ○ ○ ○ ○

419 ○ 育児をしている雇用者 ○ ○ ○ ○

420 ○
下記1)に記載の世帯のうち
６歳未満の子供のいる世帯

○ ○ ○ ○

421 ○ 育児をしている雇用者 ○ ○ ○ ○

注1）「うち市部」についても表章する。
注2）「主要地域」とは、県庁所在都市、人口30万以上の市、都道府県内経済圏に係る地域区分をいう。

1)「夫婦と子供から成る世帯」、「夫婦，子供と親から成る世帯」

有業者
妻

有業者 世帯 夫

年
齢

就
業
状
態
・
仕
事
の
主
従

前職

集
計
事
項
一
連
番
号

集　計　対　象

男
女

育
児
の
頻
度

表章地域

集
計
事
項
一
連
番
号

表章地域

集　計　対　象

男
女

有業者
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【新規の集計事項】

５　「介護の頻度」に関する集計事項

全
国

都
道
府
県
（

注
１
）

・
政
令
市

主
要
地
域
（

注
２
）

従
業
上
の
地
位
・
雇
用
形
態

年
間
就
業
日
数

週
間
就
業
時
間

就
業
希
望
意
識

転
職
希
望
理
由

希
望
す
る
仕
事
の
形
態

422 ○ 介護をしている雇用者 ○ ○ ○ ○ ○

423 ○ 〃 ○ ○ ○ ○

424 ○
介護をしている雇用者（転職希
望者）

○ ○ ○ ○

425 ○ 〃 ○ ○ ○ ○

426 ○ 介護をしている雇用者 ○ ○ ○ ○

427 ○ 〃 ○ ○ ○ ○

注1）「うち市部」についても表章する。
注2）「主要地域」とは、県庁所在都市、人口30万以上の市、都道府県内経済圏に係る地域区分をいう。

有業者

集
計
事
項
一
連
番
号

表章地域

集　計　対　象

男
女

介
護
の
頻
度



平成28年10月 
総務省政策統括官（統計基準担当） 

諮問第96号の概要 

（就業構造基本調査の変更） 

資料２の参考 



  国民の就業及び不就業の実態を明らかにし、全国及び地域別の就業構造に関する基礎資料を得ることを目的とする。 
調査の目的 

調査の概要 

 昭和31年に開始し、57年までおおむね３年ごと、57年以降は５年ごとに実施（平成29年調査は17回目） 

 全国の世帯及び世帯員 
 約52万世帯の15歳以上の世帯員 
約108万人 
（母集団：約5,300万世帯、約１億
1,000万人） 

調 
査 
事 
項 

 有業者・無業者共通の調査事項 
  就学状況、収入の種類、職業訓練・自己啓発の有無・種類、 
  育児・介護の状況等 
 有業者に関する調査事項 
  従業上の地位・勤め先での呼称、雇用契約期間、就業日数・時間、 
  就業理由、転職又は追加就業の希望の有無等 
 無業者に関する調査事項 
  就業希望の有無、希望職種、求職活動状況、非就業希望理由等 

結果公表  調査実施年の翌年７月末日までに公表 

調査の 
沿革 

調査期日 

調査組織 

調査範囲 
及び 

報告者数 

 平成29年10月１日現在 

 総務省 ─ 都道府県 ─ 市町村 ─ 統計調査員（又は民間事業者） ─ 報告者  

 調査員が世帯ごとに調査票を配布し、 世帯は調査票を調査員へ提出又はインターネットで回答 調査方法 

1 



 
○ 地方公共団体における男女共同参画計画策定の基礎資料として利用 
○ 職業能力開発計画策定の基礎資料として利用 2 

 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

行政施策立案に当たっての利用 

（第１回一億総活躍国民会議（平成27年10月29日）資料から抜粋） 

○ 介護離職者の実態把握のための基礎資料 
   として利用 

○ 都道府県別の雇用等の実態把握のための基礎 
   資料として利用 

（第３回雇用政策研究会（平成26年12月12日）資料から抜粋） 

 
○ 国民経済計算における国民所得の推計のための就業者数、雇用者数を算出する際の基礎データとして利用 

加工統計への利用 

地方公共団体での利用 



 
 
 
 
 
 

 【変更内容①】 
 
 
 
 
 
 
 【変更内容②】                  

  
 

   

【有業者についての調査事項の追加】 
不本意非正規労働者（注１）に関する統計ニーズ（注２）

を踏まえ、現在の雇用形態に就いている理由に係
る調査事項を追加 

（注１）正規雇用を希望しているが、正規の職員・従業員の仕事がないため、不
本意ながら非正規雇用で働く者 

（注２）現在の雇用形態に就いている理由については、労働力調査（総務省が所
管する基幹統計調査）においても把握しているが、サンプルサイズの制約
から、詳細なクロス分析や地域別結果の提供が困難 

各調査事項の追加や変更等につき、調査目的、利活用及び報告者の記入負
担の観点から、適当かどうか確認する。 

3 

【前職についての調査事項の追加】 
雇用形態間の異動について実態を把握する観点
から、前職の雇用契約期間に係る調査事項を追加 



  【変更内容③】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
  【変更内容④】 
 

【育児・介護の状況に関する調査事項の変更】 
① 就業と育児・介護の負担度との関係をより詳細に把握する観点から、育児・介護に携わる 
 頻度（月に３日以内、週に１日、週に２日、週に３日、週に４～５日、週に６日以上）を把握する 
 よう選択肢を変更 
② 就業と育児・介護に関する制度利用との関係を詳細に把握する観点から、選択肢区分に 
 「残業の免除・制限」を追加 

4 

【現行】 【見直し後】 

【東日本大震災の影響に関する調査事項の廃止】 
東日本大震災（原子力発電所事故を含む）の仕事への
影響に係る調査事項については、発生から５年以上が
経過し、把握の必要性が低下していることから削除 

【廃止される調査事項】→ 

（注）育児と介護については、現行、見直し後ともに、調査票の構成について平仄を合わせている。 



 【オンライン調査の全面導入】    
 
  
 

   

［現状］ 
  前回調査（平成24年調査）では、全国の県庁所在都市、政令指定都市及び人口30万
人以上の都市（東京は全市区町村）の13,109調査区（全体の41％）内の約40万人を対
象としてオンライン調査を実施（注）  

［変更内容］ 

全国の全世帯（約52万世帯及びその15歳以上の世帯員 
約108万人）を対象にオンライン調査を導入する。 

 ［論点］ 
 ① 前回調査におけるオンライン調査の実施状況を十分検証し、その結果を踏まえた 
  ものとなっているか。 
 ② オンライン調査の円滑な導入・推進とともに、オンラインによる回収率向上を図る 
  観点から、適切な方策を講ずることとしているか。 
 ③ 調査員や都道府県・市町村の業務負担の軽減を図る観点から、適切な方策を 
  講ずることとしているか。 

（注）前々回調査（平成19年調査）で初めて、一部地域（８都県の９市２区）を対象にオンライン調査を試験的に導入 
   今回調査は３回目のオンライン調査となる。 
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・ 「１か月以上６か月以下」を「１か月以上３か月以下」 
 と「３か月超６か月以下」に分割  
・ 「その他」を「５年超」と「期間がわからない」に変更  
 
 
 
 
 
 
 
 
・ 「現職への就業理由」を把握する調査事項を復活 

○ 「１回当たりの雇用契約期間」に係る選択肢 
   の細分化  
   「１回当たりの雇用契約期間」を把握する調査事項に
係る選択肢のうち、雇用契約期間が３か月である労働
者が全有期雇用契約者の中で一定程度のウェイトを占
めていることが考えられることから、「１か月以上３か月以
下」と「３か月超６か月以下」に分割することを検討する 
こと。 

○ 「現職への就業理由」の把握の検討 
    「現職への就業理由」を把握する調査事項については、
平成24年調査においては就業理由の項目別出現率が
時系列に大きな変化がないことから削除することとしたが、
本調査事項は「前職の離職理由」との関係から、転職の
実態を分析する上で有用な情報であるため、平成24年
調査の結果を踏まえ、必要に応じて、本調査事項の復活
について検討すること。 

   前回答申（注）において指摘された「今後の課題」と、課題への対応状況は以下のとおり 
   （注）「諮問第40号の答申 就業構造基本調査の変更及び就業構造基本調査の指定の変更（名称の変更）について」 

       （平成24年１月20日付け府統委第７号） 

今後の課題 
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対応状況：指摘を踏まえ措置予定 
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